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財務ハイライト 非財務ハイライト

◆ 親会社に帰属する当期純利益・ROE

2022年度の親会社に帰属する当期純利益は、円安に伴う為替差益の発生
がありましたが、人件費の増加や原材料価格・海上輸送費高騰のインパク
トが大きく、前期比9.0%の減少となりました。ROEは6.1%となり、前期より
1.0pt減少しました。
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◆ 売上高・営業利益・営業利益率

2022年度の売上高は、過去最高の22,373百万円（前期比7.2%増）となり
ました。中国ロックダウンの影響はありましたが、日本・北米市場での販売
増に加え、欧州でのメディカル関連向け大型特注機が寄与しました。営業
利益は、人件費の増加、原材料価格・海上輸送費の高騰により、2,639百万
円（前期比8.7%減）となりました。
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◆ 設備投資額・減価償却費・研究開発費

近年の設備投資は、2022年度のショールーム開設、2021年度の本社近接
土地購入がありました。減価償却費は、2016年の新本社工場建設以降は
年々減少しています。研究開発には、従来よりどのような経済状況下にお
いても一定の投資を優先し、成長戦略のための投資を継続しています。
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◆ EPS・配当金・配当性向

安定的・継続的な株主還元を実現するため、連結配当性向は30%以上を
目標にしています。連結業績の向上を図り、普通配当の水準を引き上げて
いきたいと考えています。2022年度は、1株につき普通配当20円、設立50
周年記念配当10円の合計30円の配当を実施しました。
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◆ 従業員数・女性割合

将来を見据えたグローバルでの積極的な人的投資により、従業員数を増
やしています。
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女性従業員の育児休業取得・復職支援はもちろんのこと、男性従業員の育
児休業取得促進を目的として、講演・座談会実施による制度内容の周知や
休業取得者の体験共有、制度理解を深めるための冊子作成・配布など、育
児中の社員を支援するための施策に積極的に取り組んでいます。2022年
度は男性の開始者数・取得率共に増加しました。

◆ 育児休業開始者数・取得率
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当社の時短勤務制度は、法定3歳未満のところ小学校3年生まで利用可能
としています。近年は男性従業員の制度利用も増加傾向となっています。
ここ数年、対象女性従業員は全員当該制度を利用して仕事と育児の両立
を実現しており、周囲の理解・協力体制も進んでいます。今後も従業員の
ライフステージに応じた職場環境の整備に努めてまいります。

◆ 育児短時間勤務制度利用者数
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◆ 年間有給休暇取得率（国内勤務従業員）

2021年から有給休暇取得推奨日を設けるなど、従業員がより有給休暇を
取得しやすい環境づくりに取り組んでいます。
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◆ 現金及び預金・有利子負債・自己資本比率

ここ数年は大きな支出がなく、現預金残高は増加しています。2022年度
は、特注機ビジネスによる前受金があったことも、増加要因となりました。
引き続き、将来の需要増、適切なタイミングで機動的な投資が行えるよう
備えてまいります。
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電力使用量 取水量

当社は、本社工場における主なエネルギー源として電気を使用していま
す。2022年度は生産高増加に伴い電力使用量が増加しましたが、合理的
な生産計画の実施、消灯時間の設定、本社導入のLED照明による消費電
力削減など、使用エネルギーの削減に継続して取り組んでいます。

◆ 電力使用量 （国内）・取水量（本社・テクニカルセンター）
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◆ 海外売上高比率
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海外売上高比率は、近年は60%前後で推移しています。現在、YUSHINグ
ループのグローバルネットワークは全57拠点あり、世界中の国や地域で、
販売・アフターサービスを展開しています。
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◆ CO₂排出量（国内）

2022年度からは使用電力を再生可能エネルギー由来の電力に切り替え
ることにより、電力使用によるCO₂排出量は大きく減少しました。また、本
社工場屋上には太陽光パネルを設置し、太陽光発電電力の自家消費によ
るCO₂排出量削減にも取り組んでいます。
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